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証券コード：7827 

平成29年１月13日 

株 主 各 位 

広島県福山市松永町六丁目10番１号 

 

代表取締役 中浜 勇治 
 

第57回定時株主総会招集ご通知 
 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。 

 さて、当社第57回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席ください

ますようご通知申し上げます。 

 なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますの

で、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討頂きまして、同封の議決権行使書用

紙に議案に対する賛否をご表示頂き、平成29年１月27日（金曜日）午後５時30分までに

到着するよう、折返しご送付頂きたくお願い申し上げます。 

敬 具 

記 
 
１ 日   時 平成29年１月30日 (月曜日) 午前10時 

２ 場   所 広島県福山市南松永町四丁目10番10号 

木材会館山陽ビル５階大会議室 

３ 目 的 事 項 

   報 告 事 項 第57期 (平成27年11月１日から平成28年10月31日まで) 

事業報告及び計算書類報告の件 

   決 議 事 項  

    第１号議案 剰余金処分の件 

    第２号議案 取締役８名選任の件 

    第３号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件 

以 上 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
(注)１ 当日、本株主総会にご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場

受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。 
２ 株主総会参考書類、事業報告及び計算書類の内容について、株主総会の前日まで

に修正すべき事情が生じた場合には、書面による郵送又は当社ホームページ
(http://www.orvis.co.jp)において掲載することにより、お知らせいたします。 
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(添付書類) 
 

事 業 報 告 
 

(平成27年11月１日から平成28年10月31日まで) 
 

１ 会社の現況に関する事項 
 (1) 事業の経過及びその成果 

当事業年度のわが国経済は、政府による経済政策等を背景として雇用・所得環
境の改善が続き、緩やかな回復基調にあるものの、個人消費は勢いを欠き、企業
収益は足踏み状態で推移いたしました。また、中国をはじめとするアジア新興国
や資源国等の景気下振れ懸念、地政学的リスク、英国におけるＥＵ離脱の国民投
票結果など、景気は様々な下振れリスクを抱えながら、依然として先行き不透明
な状況が続いております。 
このような環境のもと、当社は、新規・休眠顧客の開拓や既存顧客との関係強 

化などの戦略を積極的に推進すると共に、適正価格による製品販売や製造原価の
削減、事業全般にわたる効率化を図ることにより、収益の向上に取り組んでまい
りました。 
その結果、売上高は89億57百万円、営業利益は５億79百万円、経常利益は５億

47百万円、当期純利益は特別利益に平成28年５月１日付で連結子会社であった株
式会社パルを吸収合併したことに伴う抱合せ株式消滅差益74百万円の計上により
５億23百万円となりました。 
セグメント別の業績概況は、次のとおりであります。 

    なお、当事業年度より非連結決算に移行したことから、セグメント別の業績に
ついて、前事業年度との比較は行っておりません。 
 

  （木材事業） 
木材事業におきましては、輸出用梱包材が引き続き低迷を続ける中、国内物流

用の木製パレットや通信関連用電線ドラム用材の荷動きに若干の回復が見られる
など、梱包用材等の受注環境は一進一退の状況が続いております。原木価格につ
きましては、最大消費国である中国経済の成長鈍化により第２四半期までは弱含
みで推移したものの、第３四半期以降は同国の輸入丸太在庫量が調整されたこと
によりFOB価格は高騰いたしました。 
このような環境のもと、本社工場（広島県福山市）において需給バランスを考

慮し、市場の動向に合わせた安定的な生産を行い、必要以上に出荷量の拡大を追
わず、適正価格による製品販売を徹底してまいりました。また、同工場から運賃
コストがかかる関東・東海地区に対しては、杉・桧・北海道カラ松等の国産材の
商材販売を強化することで、新規・休眠顧客の掘り起こしに注力し、配送を自社
手配に切り替える等物流コストの削減を行い、安定的な収益の確保に努めてまい
りました。 
なお、現在生産を行っている本社工場（広島県福山市）は、設備の老朽化が進

んでいることに加え、更なる生産効率の向上を目的として広島県福山市に工場用
地を取得し、新工場の建設（移転）を決定いたしました。 
その結果、売上高は47億55百万円、営業利益は３億80百万円となりました。 
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（ハウス・エコ事業） 
ハウス・エコ事業のハウス部門におきましては、期首から回復基調で推移した 

建設業界は、第２四半期に入り今後の景気の先行き不安から設備投資に慎重な姿
勢が見られ、激しい受注競争と技能労働者不足による労務単価の上昇や資材価格
の高止まり、公共投資の減速感と相まって、受注環境は厳しいままに推移いたし
ました。 
このような環境のもと、年度末を迎え大型物件が複数完工し売上高の増加に寄 

与すると共に、プレハブ建築以外の重量鉄骨による在来工法やシステム建築等の
様々な顧客ニーズへの的確かつ迅速な対応によってお客様満足度を高め、従来か
らの顧客の掘り起こしと新規顧客の開拓に取り組んでまいりました。また、工事
利益率の向上を目標とした受注時採算性の強化と原価・施工管理の徹底を図るこ
とで利益率の向上に努めてまいりました。 
エコ部門におきましては、再生可能エネルギーに対する固定価格買取制度の運 

用見直しが行われ、買取価格の低下や出力制御ルールの適用、太陽光発電所向け
の適地の減少などの影響を受けて、非住宅向けの新規需要が大幅に鈍化し、受注
環境は厳しいままに推移いたしました。 

    このような環境のもと、メガソーラー等の大型物件が複数完工し売上高の増加
に寄与すると共に、商談から施工までの期間が比較的短い小規模（50kW未満の低
圧容量）物件をターゲットとした受注活動に注力してまいりました。また、売電
目的の自社太陽光発電所は当事業年度末には約8.5メガワットが順調に稼働を続け
る中、来期以降現在計画中のものを含めて合計で約12.5メガワットの発電所が稼
働する見込みであります。 

    その結果、売上高は37億23百万円、営業利益は３億41百万円となりました。 
 

（ライフクリエイト事業） 
ライフクリエイト事業のカラオケ部門におきましては、平成28年１月をもって 

残りの１店舗を閉鎖し、カラオケ事業から撤退いたしました。 
    ゴルフ場部門におきましては、お客様の利便性の向上を目的とした設備の改修

や各種イベントを開催することにより、近隣コースとの競争力の確保と魅力ある
ゴルフ場づくりに取り組み、来場者数の確保に努めてまいりました。 

    フィットネス部門におきましては、平成27年11月にフィットネスクラブの１号
店をオープンいたしました。地域初のスタジオプログラムの導入や個々のニーズ
の多様化に対応するため、付加価値を高めたパーソナルストレッチ等のサービス
を開始し、運営スタッフの更なるサービスレベルの向上に努めることで、入会者
の獲得・会員の定着により順調に会員数を伸ばしてまいりました。 

    その結果、売上高は２億21百万円、営業損失は55百万円となりました。 
    なお、従来の「アミューズメント事業」セグメントの名称を「ライフクリエイ

ト事業」に変更しております。当該変更は名称の変更のみであり、セグメントの
区分方法に変更はありません。 

 
（不動産事業） 

不動産事業の賃貸物件におきましては、賃貸マンションの改修工事を行い、お 
客様の利便性を高めると共に、不動産情報誌への継続的な広告を行うことにより、
安定した稼働率を確保し、収益の向上に努めてまいりました。  

    なお、売買の引渡物件は４件でありました。 
    その結果、売上高は２億57百万円、営業利益は99百万円となりました。 
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(2) 設備投資の状況 
当事業年度における設備投資は20億10百万円であり、その主なものは、木材事

業の新工場建設用地及びハウス・エコ事業の太陽光発電設備の取得に係るもので
あります。 

 
(3) 資金調達の状況 

上記設備投資の資金調達は、自己資金及び金融機関からの借入金をもって充当
いたしました。 

 
(4) 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況 

該当事項はありません。 
 
(5) 他の会社の事業の譲受けの状況 

該当事項はありません。 
 

(6) 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況 
当社は、平成28年５月１日を効力発生日として、当社の完全子会社である株式

会社パルを吸収合併し、同社が営んでおりました事業に関する全ての権利義務を
承継いたしました。 

 
(7) 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況 

該当事項はありません。 
 

(8) 財産及び損益の状況 

期 別 
 

区 分 

第54期 
(平成25年10月期) 

第55期 
(平成26年10月期) 

第56期 
(平成27年10月期) 

第57期 
(平成28年10月期) 

売 上 高 (百万円) 10,242 8,489 7,585 8,957 

経常利益又は (百万円) 
経常損失(△) 

△60 1,088 437 547 

当期純利益又は (百万円) 
当期純損失 (△) 

△1,158 1,264 184 523 

１株当たり当期純利益 (円) 
又は当期純損失(△) 

△669.39 730.35 106.30 302.25 

総 資 産 (百万円) 8,448 6,878 8,732 10,058 

純 資 産 (百万円) 350 1,624 1,788 2,300 

（注）１ １株当たり当期純利益又は当期純損失(△)は、期中平均発行済株式数に基づ
き算出しております。 

   ２ 当事業年度から事業報告を単体ベースで記載しておりますので、単体ベース
の４期分を記載しております。 
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(9) 対処すべき課題 
今後の経済見通しにつきましては、米国経済は個人消費や民間住宅投資の増加 

等により着実な景気回復が持続し、政府の追加経済対策等と相まって緩やかな回
復基調で推移しているものの、中国をはじめとする新興国や資源国の景気減速の
影響が懸念される等、先行き不透明な状況が続くものと予想されます。 

    このような環境のもと、当社は、継続的かつ安定的な事業の拡大を通して企業
価値を向上させることを経営の目標とし、経営指標としては事業本来の収益力を
表す営業利益を重視しております。また、お客様に提供するサービスや製品につ
いて、高い品質レベルを一貫して保つことで、お客様満足度の向上とともに売上
高と営業利益の向上を目指してまいります。 
木材事業におきましては、原材料コストに見合った販売価格での受注及び国産

材（杉・桧・北海道カラ松等）を活用した短納期対応によるシェアの維持・拡大
に努めると共に、将来のより一層の成長に向けた基盤を作るための施策として、
新工場建設（移転）による生産効率の更なる向上を図ってまいります。 
ハウス・エコ事業におきましては、良質な受注を選別確保し、従来にも増して 

収益性を重視した施工管理体制をもとに利益率の向上に引き続き努めると共に、
プレハブ建築以外の重量鉄骨による在来工法やシステム建築等の様々な顧客ニー
ズへの的確かつ迅速な対応によってお客様満足度を高め、安定した受注量の確保
と収益力の強化に取り組んでまいります。また、より多くの案件を獲得するため
に、専門的な知識を備えた営業担当者及び建築技術者の中途採用を積極的に推進
してまいります。 
ライフクリエイト事業におきましては、平成27年11月に新規事業としてフィッ 

トネスクラブの１号店をオープンいたしました。今後、多店舗展開に向けた管
理・運営ノウハウ等の事業基盤を更に構築してまいります。 
株主の皆様には、何とぞ一層のご理解とご支援をお願い申し上げます。 

 
(10) 主要な事業内容 

当社は、梱包用材等の製造、販売、プレハブハウスの製造、販売、仮設建物等
のリース、一般建築及び太陽光発電システムの請負、自然エネルギー等による発
電事業、ゴルフ場及びフィットネスクラブの運営、不動産の賃貸、売買及びこれ
らの営業に附帯する一切の業務を行っております。 

 
（11) 主要な営業所及び工場 

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地 

本 社 広 島 県 福 山 市 名 古 屋 営 業 所 愛 知 県 名 古 屋 市 

本 社 工 場 広 島 県 福 山 市 大 阪 営 業 所 大 阪 府 大 阪 市 

広 島 工 場 広 島 県 東 広 島 市 広 島 営 業 所 広 島 県 広 島 市 

西部リースセンター 広 島 県 山 県 郡 中須ゴルフ倶楽部 山 口 県 周 南 市 

東 京 営 業 所 東 京 都 千 代 田 区 そ の 他 ８ ヶ 所 
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(12) 従業員の状況 

従 業 員 数 (名) 前期末比増減（名） 
174 ＋19 

（注）１ 上記のほか、臨時雇用者は24名（１人１日８時間換算）であります。 
      ２ 従業員が前事業年度と比べ増加しておりますが、その主な理由は、平成28年

５月１日付けで連結子会社であった株式会社パルを吸収合併したことによる
ものであります。 

 

(13) 主要な借入先及び借入金残高 

借 入 先 借 入 金 残 高 （ 百 万 円 ） 
㈱ 広 島 銀 行 1,782 
㈱ 日 本 政 策 金 融 公 庫 777 
㈱ 商 工 組 合 中 央 金 庫 696 
㈱ も み じ 銀 行 510 
㈱ 中 国 銀 行 393 
㈱ み ず ほ 銀 行 384 
㈱ 山 口 銀 行 317 
㈱ 日 本 政 策 投 資 銀 行 308 
㈱ 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 235 
㈱ 伊 予 銀 行 198 
㈱ 新 生 銀 行 95 

 
(14) 重要な親会社及び子会社の状況 

① 親会社の状況 
該当事項はありません。 

② 子会社の状況 
前事業年度において子会社であった株式会社パルを平成28年５月１日付けで

吸収合併したことに伴い、当事業年度末に該当事項はありません。 

 
(15) その他会社の現況に関する重要な事項 

該当事項はありません。 
 

２ 会社の株式に関する事項 

 (1) 上位10名の株主の状況 

株 主 名 持 株 数 （ 千 株 ） 持 株 比 率 （ ％ ） 
中 浜 勇 治 284 16.45 
中 浜 和 子 164 9.49 
中 浜  勇 142 8.26 
鹿 野 産 業 ㈱ 90 5.20 
㈱ Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 59 3.43 
御 輿 尚 子 58 3.36 
大阪中小企業投資育成㈱ 44 2.54 
楽 天 証 券 ㈱ 30 1.76 
日 本 証 券 金 融 ㈱ 29 1.68 
山 口 信 吉 20 1.16 

（注）持株比率は、当事業年度の末日における発行済株式（自己株式を除く）の総数に
対する割合であります。 
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 (2) その他株式に関する重要な事項 

① 発行可能株式総数 7,000,000株 
② 発行済株式の総数 1,732,000株（自己株式946株を含む） 
③ 株主数        1,170名 

 
３ 会社の新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
 

４ 会社役員に関する事項 
(1) 取締役及び監査役の状況 

氏    名 地 位 及 び 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況 
中 浜 勇 治 代 表 取 締 役 社 長 ― 

梅 田 孝 史 
専務取締役ハウス・エコ事業部長 
兼 総 務 部 長 兼 社 長 室 長 

― 

中 奥 淳 史 常務取締役ライフクリエイト事業部長 ― 
井 上  務 取 締 役 木 材 事 業 部 長 ― 
谷 本  泰 取締役経営企画室長兼木材事業部営業統括部長 ― 
井 上 清 輝 取 締 役 経 理 部 長 ― 
土 田 光 典 取締役ハウス・エコ事業部統括部長 ― 
北 村 憲 由 監 査 役 （ 常 勤 ） ― 
小 林 明 弘 監 査 役 小林公認会計士事務所代表 

長 井 紳一郎 監 査 役 
山下・長井法律事務所副所長 
㈱ コ ン セ ッ ク 社 外 監 査 役 

（注）１ 監査役の北村憲由、小林明弘及び長井紳一郎の各氏は、社外監査役でありま
す。 

２ 監査役北村憲由氏は、株式会社広島銀行において支店長等を長年に亘り経験
しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。なお、
同氏につきましては、東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ており
ます。 

３ 監査役小林明弘氏は、公認会計士及び税理士として会計及び税務について豊
富な知識と経験があり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しており
ます。 

４ 監査役長井紳一郎氏は、弁護士としての豊富な知識と経験があり、内部統制
やコンプライアンス等に関する専門家としての知見を有しております。 

５ 当事業年度末日後の取締役の地位の異動は、次のとおりであります。 

氏 名 異 動 前 異 動 後 異 動 年 月 日 

中 奥 淳 史 
常 務 取 締 役 
ライフクリエイ
ト 事 業 部 長 

取締役経営企画
室 長 

平成28年11月15日 

谷 本  泰 
取締役経営企画
室長兼木材事業
部営業統括部長 

取締役木材事業
部営業統括部長 

平成28年11月15日 
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(2) 責任限定契約の内容の概要 
当社は、会社法第427条第１項及び当社定款に基づき、社外監査役 北村憲由氏、

小林明弘氏及び長井紳一郎氏と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を
締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令が規定する最低責任限
度額であります。 

 
 (3) 取締役及び監査役の報酬等の総額 

区  分 人 数 支 給 額 摘 要 

 
取 締 役 

名 
７ 

千円 
66,713 

取締役の報酬等限度額(平成４年
１月18日株主総会決議)は、年額
200百万円以内であり、監査役の
報酬等限度額(平成元年１月29日
株主総会決議)は、年額10百万円
以内であります。 

監 査 役 

(うち社外監査役) 

３ 

(３) 

7,767 

(7,767) 

合  計 10 74,480 

 (注) 支給額には、当事業年度の役員退職慰労引当金繰入額として費用処理した8,518  
千円（取締役７名に対し7,741千円、監査役３名に対し777千円）を含めて記載し
ております。 

 
(4) 社外役員等に関する事項 

   ① 重要な兼職先である他の法人等と当社の関係 
      該当事項はありません。 

② 主要取引先等特定関係事業者との関係 
      該当事項はありません。 

③ 各社外役員の当事業年度における活動状況 
社外監査役の当事業年度における活動状況は、次のとおりであります。 

氏    名 主 な 活 動 状 況 

北 村 憲 由 

当事業年度中に開催の取締役会には、15回中15回、また、監
査役会13回中13回出席し、必要な発言を行うと共に、豊富な
実務経験による専門的知見に基づき、取締役会及び監査役会
において適宜助言又は提言を行っております。 

小 林 明 弘 

当事業年度中に開催の取締役会には、15回中14回、また、監
査役会13回中13回出席し、必要な発言を行うと共に、豊富な
実務経験による専門的知見に基づき、取締役会及び監査役会
において適宜助言又は提言を行っております。 

長  井  紳 一 郎 

当事業年度中に開催の取締役会には、15回中13回、また、監
査役会13回中12回出席し、必要な発言を行うと共に、豊富な
実務経験による専門的知見に基づき、取締役会及び監査役会
において適宜助言又は提言を行っております。 

 
④ 社外取締役を置くことが相当でない理由 

当社は以前より、社外取締役の選任について検討しておりましたが、前回の
改選期には適切な候補者が見つからなかったこと等もあり、当事業年度末日に
おいて社外取締役を置いておりません。しかしながら、会社法改正や社会情勢
等を踏まえ、適切な社外取締役の人選に努めましたところ、適任者を得ること
ができましたので、第57回定時株主総会に社外取締役候補者を含む取締役選任
議案を上程いたします。 
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５ 会計監査人に関する事項 
(1) 会計監査人の名称 

有限責任 あずさ監査法人 
 

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 
   ① 公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額     17百万円 
   ② 当社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額    17百万円 

（注）当社と会計監査人との間において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に
基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分でき
ませんので、報酬等の額には、これらの合計額を記載しております。 

 
(3) 会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由 

監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬
見積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、
会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。 

 
(4) 非監査業務の内容 

該当事項はありません。 
 

(5) 会計監査人の解任又は不再任の決定方針 
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると

判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案
の内容を決定いたします。 

       また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認めら
れる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、
監査役会が選定した監査役は、会計監査人の解任後最初に招集される株主総会に
おきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。 

 
６ 会社の体制及び方針 
１．業務の適正を確保するための体制 
  (1) 当企業集団の取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保

するための体制 
   ① 経営理念及び年度経営基本方針を基本として、社内諸規程及びマニュアル等を

当企業集団の役員及び社員が法令、定款及び社会規範を遵守した行動をとるため
の行動規範とする。また、その徹底を図るため、総務部においてコンプライアン
スの取組みを横断的に統括することとし、同部を中心に当企業集団の役員及び社
員教育等を行う。 
② 内部監査部門は、総務部と連携の上、コンプライアンスの状況を監査し、通常
の内部監査手続に準じて社長及び監査役会に報告するものとする。 
③ 法令上疑義のある行為等について、当企業集団の社員が直接情報提供を行うホ
ットライン（総務部長、経理部長、監査役のＥメールアドレス）を設置、運営す
る。 
④ 会社は、通報内容を秘守し、通報者に対して不利益な扱いを行わない。 

 
(2) 当企業集団の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項 

   ① 文書管理規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書又は電磁的媒体（以
下「文書等」という）に記録し保存する。 
② 当企業集団の取締役及び監査役は、文書管理規程により、常時、これらの文書 
等を閲覧できるものとする。 
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(3) 当企業集団の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
   ① コンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティ及びその他管理等に

係るリスクについては、それぞれの担当部署において、ガイドラインの制定、マ
ニュアルの作成、配付、研修等の実施を行うものとし、組織横断的リスク状況の
監視及び企業集団全体の対応は、総務部が行うものとする。 
② 新たに生じたリスクについては、取締役会においてすみやかに対応責任者とな
る取締役を定める。 

 
(4) 当企業集団の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

   ① 取締役会は、取締役、社員が共有する企業集団全体の目標を定める。 
② 業務担当取締役は、その目標達成のために各部門の具体的目標及び会社の権限
委譲、意思決定ルールに基づく権限委譲を含めた効率的な達成の方法を定める。 
③ 取締役会は、定期的に進捗状況を確認し、改善を促すことを内容とする、ＩＴ 
を活用した企業集団全体の業務の効率化を実現するシステムを構築する。 

 
(5) 当企業集団における業務の適正を確保するための体制 

   ① 当企業集団のセグメント別の事業に関して責任を負う取締役を任命し、法令遵
守体制及びリスク管理体制を構築する責任と権限を与える。 

   ② 総務部は、これらを積極的に推進し統括する。 
③ 内部監査室は、定期的に子会社の内部監査を実施する。 
④ 関係会社管理規程に基づき、子会社はその経営内容、営業成績、財務状況等の 
報告を行うため、営業状況報告書等の関係資料を毎月当社の取締役会に報告する。 

 
(6) 監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する体制並びにその使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実
効性の確保に関する事項 
① 監査役は、内部監査室所属又は総務部又は経理部所属の社員に監査業務に必要
な事項を命令することができるものとする。 
② 監査役より監査業務に必要な命令を受けた社員は、その命令に関して、取締役、
内部監査室長等の指揮命令を受けないものとし、会社は、その体制について当企
業集団の役職員に対し周知徹底する。 

 
(7) 当企業集団の取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役
への報告に関する体制 

   ① 当企業集団の取締役は、監査役に対して、法令の事項に加え、当企業集団に重
大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況、コンプライアンス・ホットライン
による通報状況及びその内容をすみやかに報告するものとする。 

   ② 当企業集団の社員は、当企業集団に著しい損害を及ぼす恐れのある事項及び重
大な法令、定款違反の事実を発見した場合には、監査役に直接報告することがで
きるものとする。 

   ③ 報告の方法（報告者、報告受領者、報告時期等）については、取締役会と監査
役会との協議により決定することとする。 

   ④ 会社は、監査役へ報告を行った当企業集団の役職員に対し、当該報告を行った
ことを理由として不利益な取り扱いを行うことを禁止し、その旨を当企業集団の
役職員に対し周知徹底する。 
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(8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
① 監査役会と代表取締役との間の定期的な意見交換会を設定する。 

   ② 監査役が、職務について、当社に対し費用の前払い等の請求をしたときは、担
当部署において必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務
を処理する。 

 
(9) 財務報告の信頼性を確保するための体制 

     当企業集団は、財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係る内部統制の
整備・運用及び評価の基本方針書を定め、財務報告に係る内部統制が有効に機能
するための体制を構築し、それらを整備、運用し、財務報告の信頼性の更なる向
上に努める。 

 
(10) 反社会的勢力の排除に向けた体制 
   ① 社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対しては、断固

とした姿勢で臨み、一切関係を持たない。 
   ② 不当要求等の問題が発生した場合には、警察及び関係機関や弁護士との連携を 

緊密に行い対応にあたる。 
③ 政府機関又は関係機関が公表した反社会的勢力の排除に関する資料等を企業集 
団全体に配付した上で、定期的に研修等を実施する。 

 
２．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 
    当社は、コンプライアンス意識の向上と不正行為等の防止を図るため、総務部と

内部監査室が中心となり、各事業部門の営業会議等で取締役及び従業員に対し、内
部統制システムの重要性に関する研修を定期的に行っております。 

    内部監査室は、監査計画書に基づき、当社グループの全ての事業所を対象に内部
監査を実施いたしました。 

       財務報告に係る内部統制につきましては、当社グループの事業環境に関わる様々
なリスクの評価を行い、内部統制が有効かつ継続的に機能するよう、統制環境の整
備、統制活動の推進及びモニタリング等を実施いたしました。 
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貸 借 対 照 表 
  

（平成28年10月31日現在） 
（単位：千円） 

  
科   目 注記 

番号 金  額 科   目 注記 
番号 金  額 

（ 資 産 の 部 ）   （ 負 債 の 部 ）   
流 動 資 産  4,493,132 流 動 負 債  3,975,543 

現 金 及 び 預 金  896,224 支 払 手 形  224,434 
受 取 手 形  691,918 買 掛 金  188,987 
電 子 記 録 債 権  9,073 工 事 未 払 金  204,860 
売 掛 金 ※4 644,683 短 期 借 入 金 ※4 1,250,000 
完成工事未収入金  1,078,799 １年内返済予定の長期借入金 ※4 1,031,107 
リ ー ス 未 収 入 金  598,586 リ ー ス 債 務  16,045 
商 品 及 び 製 品  87,551 未 払 金  249,726 
販 売 用 不 動 産 ※1 12,231 未 払 消 費 税 等  93,931 
仕 掛 品  29,303 未 払 法 人 税 等  66,071 
未 成 工 事 支 出 金  21,631 未 払 事 業 所 税  4,579 
原材料及び貯蔵品  272,436 未 払 費 用  50,270 
前 払 費 用  69,261 前 受 金  25,308 
短 期 貸 付 金  70 未 成 工 事 受 入 金  25,123 
繰 延 税 金 資 産  72,279 預 り 金  4,701 
そ の 他  9,929 リ ー ス 前 受 収 益  349,501 
貸 倒 引 当 金  △848 賞 与 引 当 金  71,529 

   完成工事補償引当金  5,554 
固 定 資 産  5,565,614 設備関係支払手形  111,345 

有形固定資産 ※2 5,365,064 そ の 他  2,466 
リ ー ス 用 資 産  50,883    
建 物 ※4 467,266 固 定 負 債  3,782,925 
構 築 物  30,283 長 期 借 入 金 ※4 3,419,243 
機 械 及 び 装 置 ※4 1,437,348 リ ー ス 債 務  27,997 
車 両 運 搬 具  19,790 繰 延 税 金 負 債  9,148 
工具、器具及び備品  28,571 退 職 給 付 引 当 金  131,745 
土 地 ※1､4 3,137,726 役員退職慰労引当金  51,627 
リ ー ス 資 産  7,079 預り敷金・保証金  131,496 
建 設 仮 勘 定  186,114 資 産 除 去 債 務  11,667 

      
無形固定資産  48,414 負 債 の 部 合 計  7,758,469 
ソ フ ト ウ ェ ア  4,593 （ 純 資 産 の 部 ）   
電 話 加 入 権  22,523 株 主 資 本  2,274,013 
水 道 施 設 利 用 権  147 資 本 金  684,980 
ソフトウェア仮勘定  21,150 資 本 剰 余 金  512,980 

    資 本 準 備 金  512,980 
投資その他の資産  152,136    
投 資 有 価 証 券  107,683 利 益 剰 余 金  1,076,884 
敷 金 及 び 保 証 金  20,554  利 益 準 備 金  79,550 
出 資 金  110 その他利益剰余金   997,334 
破 産 更 生 債 権 等  7,767  別 途 積 立 金  2,335,000 
長 期 前 払 費 用  19,322 土地圧縮積立金  9,789 
貸 倒 引 当 金  △3,300 繰越利益剰余金  △1,347,455 

   自 己 株 式  △830 
      
   評価・換算差額等  26,264 
   その他有価証券評価差額金  25,383 
   繰 延 ヘ ッ ジ 損 益  881 
   純 資 産 の 部 合 計  2,300,277 

資 産 の 部 合 計  10,058,747 負債及び純資産の部合計  10,058,747 

（注）記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 
  

自 平成27年11月１日 

至 平成28年10月31日 
（単位：千円） 

 
科     目 注記 

番号 金     額 

売 上 高   8,957,429 

売 上 原 価 ※  7,310,650 

売 上 総 利 益   1,646,778 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ※  1,067,471 

営 業 利 益   579,307 

営  業  外  収  益 ※   

受 取 利 息  46  

受 取 配 当 金  2,951  

受 取 賃 貸 料  5,198  

仕 入 割 引  2,063  

そ の 他  23,425 33,686 

営  業  外  費  用    

支 払 利 息  44,838  

売 上 割 引  11,282  

そ の 他  9,671 65,793 

経 常 利 益   547,200 

特 別 利 益    

固 定 資 産 売 却 益  686  

抱 合 せ 株 式 消 滅 差 益  74,629 75,315 

税 引 前 当 期 純 利 益   622,516 

法人税、住民税及び事業税  75,469  

法 人 税 等 調 整 額  23,835 99,305 

当 期 純 利 益   523,211 

（注）記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。 



― 14 ― 

株主資本等変動計算書 
  

自 平成27年11月１日 

至 平成28年10月31日 
（単位：千円） 

 

 
注記 

番号 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 
資本準備金 利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 
別途積立金 

土地圧縮 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成27年11月１日残高  684,980 512,980 79,550 2,335,000 ─ △1,853,355 561,194 △800 1,758,353 

事 業 年 度 中 の 変 動 額           

剰 余 金 の 配 当 ※3 ─ ─ ─ ─ ─ △17,311 △17,311 ─ △17,311 

当 期 純 利 益  ─ ─ ─ ─ ─ 523,211 523,211 ─ 523,211 

合 併 に よ る 増 加  ─ ─ ─ ─ 9,789 ─ 9,789 ─ 9,789 

自 己 株 式 の 取 得  ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ △30 △30 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 
事 業 年 度 中 の 
変 動 額（純 額 ) 

 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

事業年度中の変動額合計   ─ ─ ─ ─ 9,789 505,900 515,690 △30 515,659 

平成28年10月31日残高  684,980 512,980 79,550 2,335,000 9,789 △1,347,455 1,076,884 △830 2,274,013 

 
 

 
注記 

番号 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 

損益 

評価・換算 

差額等合計 

平成27年11月１日残高  30,331 41 30,373 1,788,727 

事 業 年 度 中 の 変 動 額      

剰 余 金 の 配 当 ※3 ─ ─ ─ △17,311 

当 期 純 利 益  ─ ─ ─ 523,211 

合 併 に よ る 増 加  ─ ─ ─ 9,789 

自 己 株 式 の 取 得  ─ ─ ─ △30 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 
事 業 年 度 中 の 
変 動 額 （ 純 額 ) 

 △4,948 839 △4,109 △4,109 

事業年度中の変動額合計  △4,948 839 △4,109 511,550 

平成28年10月31日残高  25,383 881 26,264 2,300,277 

（注）記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。 
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個別注記表 
継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 
 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 １ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

       決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

       移動平均法による原価法 

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法 

為 替 予 約･･････････時価法 

(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

① 商     品･･････････個別法による原価法 

              （ただし、ライフクリエイト事業については最終仕入原価法） 

② 販 売 用 不 動 産･･････････個別法による原価法 

③ 製     品･･････････移動平均法による原価法 

④ 原  材  料 

     （木 材 事 業）･･････････個別法による原価法 

     （ハウス・エコ事業）････移動平均法による原価法 

⑤ 仕  掛  品･･････････個別法による原価法 

⑥ 未成工事支出金･･････････個別法による原価法 

⑦ 貯 蔵 品･･････････移動平均法による原価法 

              （ただし、ライフクリエイト事業については最終仕入原価法） 

なお、貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定し

ております。 

 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

     定率法 

  ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及びリース用資

産並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を

採用しております。 

      なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

リ ー ス 用 資 産････････７年 

建 物････････７年～47年 

機 械 及 び 装 置････････５年～17年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

     定額法 

なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

また、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間 (５年) に基づ

く定額法によっております。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
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３ 引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

    (2) 賞与引当金 
     従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 
  (3) 完成工事補償引当金 
     完成工事引渡後の補償費用の支出に備えるため、実績繰入率により計上しております。 
  (4) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計
上しております。なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自
己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

  (5) 役員退職慰労引当金 
 役員の退職慰労金支給に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上し
ております。 

 
４ 重要な収益及び費用の計上基準 

(1) リース収益の計上基準 
リース契約物件は、仮設建物等の工事完成引渡日にリース契約期間中のリース料、仮設建

物等の受入建上解体料及び運賃等の総額をリース未収入金に計上し、当事業年度分を売上高
に計上しております。また、リース期間未経過分のリース料並びに解体未了の物件の受入解
体料及び運賃等をリース前受収益として計上しております。 

(2) 完成工事高の計上基準 
進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率

の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。 
 
５ その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 
(1) ヘッジ会計の方法 

為替予約については、繰延ヘッジ処理を採用しております。 
(2) 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 
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会計方針の変更に関する注記 
１ 企業結合に関する会計基準等の適用 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合
会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年
９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を、当事業年度から適用し、取得関連費
用を発生した事業年度の費用として計上する方法に変更いたしました。また、当事業年度の期
首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見
直しが企業結合年度の翌年度に行われた場合には、当該見直しが行われた年度の期首残高に対
する影響額を区分表示するとともに、当該影響額の反映後の期首残高を記載する方法に変更い
たします。 

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）及び事業分離等
会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首時点から
将来にわたって適用しております。 

なお、当事業年度において、計算書類及び１株当たり情報に与える影響額はありません。 
 

２ 平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用 
法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の

取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１
日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更して
おります。 

なお、この変更による当事業年度における影響は軽微であります。 
 

貸借対照表に関する注記 

 ※１ 販売用不動産から有形固定資産への振替 

    当事業年度において、所有目的の変更により、販売用不動産の一部を有形固定資産（土地）

に11,963千円振り替えております。 

 ※２ 有形固定資産の減価償却累計額 1,780,223千円

  ３ 破産更生債権等から直接控除した貸倒引当金 4,601千円

 ※４ 担保に供している資産 

   （担 保 提 供 資 産） 

    売 掛 金 12,016千円

    建      物  251,042千円

    機 械 及 び 装 置 1,198,203千円

    土      地  1,814,913千円

        合計 3,276,175千円

   （対 応 債 務） 

    短 期 借 入 金 900,000千円

    １年内返済予定の長期借入金 725,683千円

    長 期 借 入 金 2,399,779千円

        合計    4,025,462千円

    上記の被担保債務の他に、次の銀行保証債務の見返りとして担保に供しております。 

輸入に係る消費税等の延納に関する保証 36,699千円

 

損益計算書に関する注記 

  ※ 関係会社との取引高 

    売 上 原 価 554千円

    販売費及び一般管理費 785千円

    営業取引以外の取引高 375千円

 



― 18 ― 

株主資本等変動計算書に関する注記 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） 1,732,000 ― ― 1,732,000 

 

２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） 898 48 ― 946 

（変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加 48株 

 

※３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額 
１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

  千円 円   

平成28年１月28日 

定時株主総会 
普通株式 17,311 10.00 平成27年10月31日 平成28年１月29日 

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議（予定） 
株式の 

種類 

配当金 

の総額 

配当の 

原資 

１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

  千円  円   

平成29年１月30日 

定時株主総会 
普通株式 25,965 利益剰余金 15.00 平成28年10月31日 平成29年１月31日 
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税効果会計に関する注記 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

     （繰 延 税 金 資 産） 

     賞 与 引 当 金 21,959千円

     未 払 事 業 税 5,190千円

   たな卸資産評価減（簿価切下げ） 1,770千円

          繰 越 欠 損 金 456,898千円

     減 損 損 失 12,809千円

          貸 倒 引 当 金  2,669千円

     退 職 給 付 引 当 金 40,229千円

     役 員 退 職 慰 労 引 当 金 15,746千円

     資 産 除 去 債 務 3,558千円

     そ の 他 15,909千円

     繰 延 税 金 資 産 小 計 576,741千円

     評 価 性 引 当 額 △496,122千円

     繰 延 税 金 資 産 合 計 80,618千円

（繰 延 税 金 負 債） 

          資産除去債務に対応する除去費用 △1,662千円

     土 地 圧 縮 積 立 金 △4,296千円

     そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △11,139千円

     そ の 他 △390千円

          繰 延 税 金 負 債 合 計 △17,488千円

     繰 延 税 金 資 産 の 純 額 63,130千円

 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

     法定実効税率 32.8％

    （調整） 

     交際費等永久に損金に算入されない項目 0.1％

     受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.0％

評 価 性 引 当 額 の 増 減 △14.2％

住 民 税 均 等 割 2.0％

抱 合 せ 株 式 消 滅 差 益 △3.9％

そ の 他 △0.8％

     税効果会計適用後の法人税等の負担率 16.0％

 

法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する

等の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以後に開

始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産

及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の32.1％から平成28年11月１日に開始する事

業年度及び平成29年11月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等については30.7％に、

平成30年11月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等については、30.5％となり

ます。 

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が2,988千円減

少し、当事業年度に計上された法人税等調整額が3,590千円、その他有価証券評価差額金額が584千円、

繰延ヘッジ損益が17千円それぞれ増加しております。 
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金融商品に関する注記 

１ 金融商品の状況に関する事項   
(1) 金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については経理規程及び職務分掌権限基準表に基づき、運用基準、決裁
方法を定め安全かつ有利に資金運用を行う方針であります。また、資金調達については調達
時点で最も効率的と判断される方法で実行する方針であります。デリバティブは外貨建金銭
債権債務等に係る為替変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行いません。 

(2) 金融商品の内容とそのリスク並びにリスク管理体制 
営業債権である受取手形、電子記録債権、売掛金、完成工事未収入金及びリース未収入金

は、顧客の信用リスクに晒されております。顧客の信用リスクに関しては、与信管理規程に
基づき、売掛金残高管理表等で回収・残高・与信管理を行っております。 

投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されております。 
営業債務である支払手形、買掛金、工事未払金及び未払金の支払期日は、大半が１年以内

であります。 
短期借入金及び長期借入金は主に営業取引及び設備投資に係る資金調達であります。借入

金の一部については、金利の変動リスクに晒されております。 
営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、月次の資金繰計画を作成する

などの方法により管理しております。 
外貨建金銭債権債務等の為替の変動リスクに関しては、外貨建営業取引に係る輸入取引の

範囲内でデリバティブ取引（為替予約）を利用することによりヘッジしております。 
デリバティブ取引の実行及び管理は財務・経理部門で行っておりますが、担当役員の承認

を得たうえで実行しております。また、財務・経理部門において、銀行に対して定期的に残
高確認を実施し、担当役員が残高の妥当性を検討しております。 

なお、相手先の契約不履行によるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと判断しておりま
す。 

２ 金融商品の時価等に関する事項 

平成28年10月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれ

ておりません（（注２）参照）。 

 
貸借対照表計上額 

(千円) 

時   価 

(千円) 

差   額 

(千円) 

現金及び預金 896,224 896,224 ― 

受取手形 691,918   

貸倒引当金※１ △415   

 691,503 691,503 ― 

電子記録債権 9,073   

貸倒引当金※１ △5   

 9,067 9,067 ― 

売掛金 644,683   

貸倒引当金※１ △386   

 644,296 644,296 ― 

完成工事未収入金 1,078,799   

貸倒引当金※１ △40   

 1,078,759 955,119 △123,640 

リース未収入金 598,586   

貸倒引当金※１ △0   

 598,585 537,335 △61,250 

投資有価証券 

その他有価証券 

 

91,695 

 

91,695 

 

― 

資産計 4,010,132 3,825,241 △184,890 
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貸借対照表計上額 

(千円) 

時   価 

(千円) 

差   額 

(千円) 

支払手形 224,434 224,434 ― 

買掛金 188,987 188,987 ― 

工事未払金 204,860 204,860 ― 

短期借入金 1,250,000 1,250,000 ― 

未払金 249,726 249,726 ― 

長期借入金※２ 4,450,350 4,500,644 50,294 

負債計 6,568,358 6,618,652 50,294 

デリバティブ取引※３ 1,271 1,271 ― 

※１ 受取手形、電子記録債権、売掛金、完成工事未収入金及びリース未収入金に対応する一

般貸倒引当金を控除しております。 

※２ １年以内に返済予定の長期借入金を含めております。 

※３ デリバティブ取引において生じた債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務

となる場合については、（ ）書きで表示しております。 

 

（注）１ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

① 資産 

現金及び預金、受取手形、電子記録債権及び売掛金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。 

完成工事未収入金及びリース未収入金 

これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額を期日までの期間を考

慮した利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

     投資有価証券 

      株式の時価については、取引所の価格によっております。 

 

② 負債 

支払手形、買掛金、工事未払金、短期借入金及び未払金 

これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。 

長期借入金 

元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に、想定される利率で割り引いた現在

価値により算定しております。 

 

    ③  デリバティブ取引 

      為替予約の時価評価は、取引先金融機関から提示された価格等により算定しております。 

 

２ 非上場株式（貸借対照表計上額15,988千円）は、市場価格がなく、かつ、将来キャッシ

ュ・フローを見積ることが極めて困難と認められるため、「投資有価証券」に含めており

ません。 
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賃貸等不動産に関する注記 

１ 賃貸等不動産の状況に関する事項 

     当社は、広島県福山市その他の地域において、賃貸用のマンション等（土地を含む）を保

有しております。 

  ２ 賃貸等不動産の時価に関する事項 

（単位：千円） 

貸借対照表計上額 時 価 

550,692 844,061 

    （注）１ 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

２  当事業年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定

評価書に基づく金額であります。但し、第三者からの取得時や直近の評価時点から、

一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に重要な変動が生じ

ていない場合には、当該評価額や指標を用いて調整した金額によっております。 

その他の物件については一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる

指標に基づいて自社で算定した金額によっております。 

 

関連当事者との取引に関する注記 

  子会社 

種類 
会社等の
名称又は
氏名 

所在地 
資本金又
は出資金
(千円) 

事業の 
内容又は 
職業 

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％) 

関係内容 
取引の 
内容 

取引金額
(千円) 
(注)２ 

科 目 
期末残高 
(千円) 役員の 

兼任等 

事業上の 

関係 

子会社 ㈱パル 
広島県 
福山市 

192,000 

カラオケ 
ハウス及
びゴルフ
場の運営 

所有 
直接 
100.0 

役員４名 
(兼任) 

― 
債務保証 
(注)３ 

320,367 
(注)１ 

― ― 

 取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注） １ 当社は、平成 28 年５月１日付で株式会社パルを吸収合併いたしました。このため、取

引金額は関連当事者であった期間の取引額を記載しております。 

     ２ 取引金額には、消費税等を含んでおりません。 

     ３ 金融機関からの借入金に対して債務保証したものであります。 

 

役員及び個人主要株主等 

種類 
会社等の 
名称又は 
氏名 

所在地 
資本金又
は出資金
(千円) 

事業の 
内容又は 
職業 

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％) 

関連当事
者との 
関係 

取引の 
内容 

取引金額
(千円) 
(注)１ 

科 目 
期末残高 
(千円) 

役員の 
近親者が 
議決権の 
過半数を 
所有して 
いる会社 

㈱和幸 
(注)２ 

広島県 
福山市 

95,000 

自然エネ
ルギー等
による 

発電事業 

― 
太陽光発
電システ
ムの施工 

太陽光発
電システ
ムの施工
等 
(注)３ 

311,902 
完成工事
未収入金 

443 

太陽光発
電システ
ムの権利
の譲受 
(注)４ 

40,000 ― ― 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （注） １ 取引金額には、消費税等を含んでおりません。 

２ 当社役員中浜勇治の近親者が100％直接所有しております。 

３ 取引条件及び取引条件の決定方針は、一般の取引先と同様であります。 

４ 取引条件及び取引条件の決定方針は、取引相場及び投資利回りを勘案して決定してお

ります。 
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１株当たり情報に関する注記 

 １ １株当たり純資産額 1,328円83銭

 ２ １株当たり当期純利益 302円25銭

 

重要な後発事象に関する注記 

 該当事項はありません。 
 

企業結合に関する注記 

 共通支配下の取引等 

  当社は、平成28年１月28日開催の株主総会決議に基づき、平成28年５月１日付で当社の100％出

資の子会社である株式会社パルを吸収合併いたしました。 

(1) 取引の概要 

①結合当事企業の名称及びその事業内容 

ア 名称     株式会社パル 

イ 事業の内容  ゴルフ場の運営 

②企業結合日 

平成28年５月１日 

③企業結合の法的形式 

当社を存続会社とし、株式会社パルを消滅会社とする吸収合併。 

④結合後の企業の名称 

株式会社オービス 

⑤その他取引の概要に関する事項 

株式会社パルは、平成元年10月にカラオケハウスの１号店を出店して以来、カラオケハウ

スやゴルフ場等の運営を行ってきましたが、当社と一体経営を行うことにより、経営の一層

の効率化を図るため、吸収合併いたしました。 

(2) 実施した会計処理の概要 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）及び「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成

25年９月13日）に基づき、共通支配下の取引として処理いたしました。 
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会計監査人の監査報告書謄本 
 
 

独立監査人の監査報告書 

 

平成28年12月13日 

株式会社オービス 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 松山 和弘   ㊞ 

   

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 神田 正史   ㊞ 

 
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社オービスの平成27年11月１日から平成28

年10月31日までの第57期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び

個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。 

 

計算書類等に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附

属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及

びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含

まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に

対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準

拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどう

かについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施

される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽

表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた

めのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため

に、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類

及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

監査意見 

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
以 上 
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監査役会の監査報告書謄本 
 
 

監  査  報  告  書 
 

当監査役会は、平成27年11月１日から平成28年10月31日までの第57期事業年度の取締役の職務の執
行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見とし
て、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 
 

１ 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 
（1）監査役会は、当期の監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果

について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。 

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従
い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備
に努めると共に、以下の方法で監査を実施しました。 
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報

告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所にお
いて業務及び財産の状況を調査いたしました。 

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして、会社法施行規則第
100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づ
き整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び
運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしまし
た。 

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると
共に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社
計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企
業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。 

 
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いた
しました。 
 

２ 監査の結果 
（1）事業報告等の監査結果 

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと
認めます。 

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認めら
れません。 

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制
システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は
認められません。 

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果 
    会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 
 

 
                平成28年12月13日 

                  株式会社オービス 監査役会 

常 勤 社 外 監 査 役  北 村  憲 由 ㊞ 

社 外 監 査 役  小 林  明 弘 ㊞ 

社 外 監 査 役  長 井 紳 一 郎 ㊞ 

 

以  上 
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株主総会参考書類 
 

 第１号議案 剰余金処分の件 
    当期（第57期）の期末配当につきましては、業績及び安定配当の継続を考慮し、

株主の皆様のご支援に報いるため、次のとおりといたしたいと存じます。 
 
    期末配当に関する事項 

(1) 当期末における株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額 
   当社普通株式１株につき金15円（金銭による）   総額 25,965,810円 

 
(2) 剰余金の配当が効力を生ずる日 
   平成29年１月31日 

 
 第２号議案 取締役８名選任の件 
    本総会終結の時をもって、取締役全員（７名）は任期満了となります。つきま

しては、経営体制の強化を図るため１名増員し、取締役８名の選任をお願いする
ものであります。 

    取締役候補者は、次のとおりであります。 

候補者 
番 号 

氏  名 
(生年月日) 

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 
所有する  
当社株式数 

１ 
中
なか

 浜
はま

 勇
ゆう

 治
じ

 

(昭和39年11月29日) 

平成11年１月 
平成12年11月 
 
平成16年１月 
平成22年９月 
平成23年１月 

当社取締役 
当社取締役木材事業部用船部長 
兼事業開発部長 
当社専務取締役 
当社専務取締役兼木材事業部長 
当社代表取締役社長（現任） 

284,700株 

２ 
梅
うめ

 田
だ

 孝
たか

 史
ふみ

 

(昭和31年１月12日) 

平成６年１月 
平成８年11月 
平成12年11月 
 
平成14年４月 
 
平成20年７月 
平成23年１月 
平成23年11月 
 
平成26年２月 
 
平成27年１月 
 
平成27年11月 
 
平成28年２月 

当社取締役 
当社取締役企画室長兼総務部長 
当社取締役管理本部長 
兼総務部長 
当社取締役管理本部長 
兼総務・経理部長 
当社取締役総務部長兼企画室長 
当社取締役ハウス事業部長 
当社取締役ハウス・エコ 
事業部長 
当社常務取締役ハウス・エコ 
事業部長 
当社専務取締役ハウス・エコ 
事業部長 
当社専務取締役ハウス・エコ 
事業部長兼総務部長 
当社専務取締役ハウス・エコ 
事業部長兼総務部長兼社長室長 
（現任） 

8,300株 
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候補者 
番 号 

氏  名 
(生年月日) 

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 
所有する  
当社株式数 

３ 
井
いの

 上
うえ

    務
つとむ

 

(昭和34年１月１日) 

平成13年１月 
平成20年８月 
 
 
平成21年２月 
 
平成23年１月 

当社取締役 
当社取締役木材事業部東部木材
統括部長兼営業部長兼関西木材
統括部長 
当社取締役木材事業部営業統括
部長兼製造統括部長 
当社取締役木材事業部長 
（現任） 

7,500株 

４ 
谷
たに

 本
もと

   泰
やすし

 

(昭和45年10月５日) 

平成17年11月 
平成21年１月 
 
平成21年２月 
平成23年１月 
 
平成26年２月 
 
平成28年11月 

当社管理部企画室課長  
当社木材事業部関西木材統括部
営業部課長 
当社木材事業部関西営業部長 
当社取締役木材事業部 
営業統括部長 
当社取締役経営企画室長 
兼木材事業部営業統括部長 
当社取締役木材事業部 
営業統括部長（現任） 

2,100株 

５ 
井
いの

 上
うえ

 清
きよ

 輝
たか

 

(昭和43年12月28日) 

平成19年11月 
平成22年11月 
平成23年１月 
平成25年１月 
 
平成27年１月 

当社管理部財務・経理課長 
当社経理部次長兼経理課長 
当社経理部長兼経理課長 
当社経理部長兼経理課長 
兼財務課長 
当社取締役経理部長（現任） 

700株 

６ 
土
つち

 田
だ

 光
みつ

 典
のり

 

(昭和35年７月30日) 

平成16年11月 
平成22年２月 
平成23年11月 
平成27年１月 

当社ハウス事業部東京営業所長 
当社ハウス事業部次長 
当社ハウス・エコ事業部次長 
当社取締役ハウス・エコ事業部
統括部長（現任） 

1,300株 

※ 
７ 

川
かわ

 岡
おか

 公
こう

 次
じ

 

(昭和45年８月24日) 

平成７年11月 
平成17年８月 
平成18年１月 
平成23年１月 
平成28年５月 
 
 
 
 
平成28年11月 

株式会社パル入社 
同社店舗開発部課長 
同社店舗管理部長 
同社取締役 
当社入社（当社が株式会社パル
を吸収合併） 
ライフクリエイト事業部統括 
部長兼中須ゴルフ倶楽部部長 
兼管理課長 
当社ライフクリエイト事業部長
兼緑町クラブ支配人兼中須ゴル
フ倶楽部部長兼管理課長 
（現任） 

3,450株 
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候補者 
番 号 

氏  名 
(生年月日) 

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 
所 有 す る 
当社株式数 

※ 
８ 

小
こ

 山
やま

 幹
みき

 夫
お

 

(昭和28年２月26日) 

昭和50年４月 
平成17年４月 
 
平成18年６月 
 
平成20年６月 
平成22年６月 
平成25年６月 
 
平成28年６月 
 

株式会社広島銀行入行 
同行執行役員東京支店長 
兼東京事務所長 
同行取締役東京支店長 
兼東京事務所長 
同行常務取締役 
同行専務取締役東部統括本部長 
ひろぎんリース株式会社 
代表取締役社長 
広島空港ビルディング株式会社 
常任監査役（現任） 

―株 

（注）１．※印は、新任の取締役候補者であります。 
２．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 
３．小山幹夫氏は、社外取締役候補者であります。また、東京証券取引所の定め

に基づく独立役員の要件を満たしており、同氏の選任が承認可決された場合、
独立役員として届け出る予定であります。 

４．小山幹夫氏は、株式会社広島銀行専務取締役、ひろぎんリース株式会社代表
取締役社長を歴任する等、経営者として豊富な経験と幅広い見識を有してお
り、当社の経営全般に助言を頂くことで、当社のコーポレート・ガバナンス
体制の一層の強化を図り、経営の透明性を更に向上させるものと判断し、新
たに社外取締役候補者として選任をお願いするものであります。 

５．小山幹夫氏は、平成17年４月から平成25年６月までの間、当社の主要取引銀
行である株式会社広島銀行の業務執行者であり、専務取締役でありました。
株式会社広島銀行は当社の主要な取引銀行でありますが、同氏が当社の直接
担当者であったことはなく、同行を退社してから一定の年月が経過しており、
独立性に影響を与えることはありません。また、同氏は平成25年６月から平
成28年６月までの間、通常の取引のあるひろぎんリース株式会社の代表取締
役社長でありましたが、その取引額は通常の範囲を超えるものではなく、当
社は複数のリース会社との取引関係があり、なんら独立性に影響することは
なく、当社としては同氏の幅広い業界の知見が当社のガバナンス上も大いに
益するところがあると考えております。 

６．小山幹夫氏の選任が承認可決されることを条件として、当社は同氏との間で、
会社法第427条第１項及び当社定款に基づき、同法第423条第１項の賠償責任
を限定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づく賠償責任限度
額は、法令が規定する最低責任限度額といたします。 
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第３号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件 
取締役中奥淳史氏は、本総会終結の時をもって任期満了により退任されますの 

で、在任中の功労に報いるため、当社における一定の基準に従い、相当額の範囲
内で退職慰労金を贈呈することとし、その具体的金額、贈呈の時期、方法等は取
締役会にご一任願いたいと存じます。 
退任取締役の略歴は、次のとおりであります。 

氏  名 略  歴 

中
なか

 奥
おく

 淳
じゅん

 史
し

 

平成19年１月 
平成23年１月 
平成28年11月 

当社取締役 
当社常務取締役 
当社取締役 
現在に至る 

以 上 
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【ＭＥＭＯ】 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 



 

 

株主総会会場ご案内略図 
 

会  場 広島県福山市南松永町四丁目10番10号 木材会館山陽ビル５階大会議室 

交  通 ＪＲ西日本 山陽本線 松永駅下車 車約５分 

おのみちバス 南松永バス停留所 徒歩約18分 

 

 




